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都道府県医師会 介護保険担当理事  殿 

 

日本医師会常任理事 

 天 本  宏 

 

 

「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の 

一部改正に関する通知について 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は介護保険制度運営に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、平成 20 年３月 31 日をもって「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 11 年厚生省令第 41 号）」附則第 7 条から第 9 条、第 11 条から第 14

条までの規定に関する経過措置が終了いたします。それに伴い「指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省告示第 19 号）」等における、病院

療養病床療養環境減算（Ⅱ）及び診療所療養病床療養環境減算が廃止となり、「診療所

療養病床設備基準減算」が創設され４月 1 日より適用されることとなり、今般、厚生労

働省より、別添のとおり関係通知が発出されましたので、ご送付いたします。 

貴会におかれましてもご了知いただき、傘下の地区医師会および会員へ周知いただき

ますよう宜しくお願い申し上げます。 

 

敬具 

 

記 

（添付資料） 

・「「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の 

一部改正について」の送付について  

 （老老発第 0328002 号 平 20.３.28 厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

 

・参考資料 「官報」 （平成 20 年 3 月 28 日号外第 65 号）抜粋 

 

以上  
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老老発第0328002号

平成20年3月28日

社団法人日本医師会会長

　唐澤祥人　　殿

　　　　　　　　　　　　　　蝋騰

厚生労働省老健局老人保健課＿幅高階卿，

　　　　　　　　　　　　　腿i遡

「「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の

　　　　　　　　　一部改正について」の送付について

　標記につきましては、別添の通知を平成20年3月28日付けで各都道府県

介護保険主管部（局）長あて通知しましたので、お知らせいたします。

　つきましては、通知の趣旨をご理解の上、引き続き御協力くださいますよう

お願い申し上げます。
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老老発第0328001号

平成20年3月28日

各都道府県介護保険主管部（局）長　殿
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「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」等の

　　　　　　　　　　　　　一部改正について

　指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第4

1号）附則第7条から附則第9条まで及び附則第11条から附則第14条までの規定に係

る経過措置が平成20年3月31日をもって終了することに伴い、指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）等における病院療養

病床療養環境減算（H）及び診療所療養病床療養環境減算を廃止し、診療所療養病床設備

基準減算を創設することから、関係通知の一部を下記のとおり改正し、平成20年4月1

日より適用することとしたので、御了知の上、管内市町村、関係団体・関係機関等にその

周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。

記

1　指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年老

企第45号）の一部改正

　　別紙1のとおり改正する。

2　指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成

　11年老企第25号）の一部改正
　　別紙2のとおり改正する。



3　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定

施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第40号）の一部改

正

　　別紙3のとおり改正する。

4　　「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要す

　る費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する

　基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援

　に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算

　定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する

　基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出における留意点について」

　（平成12年老企第41号）の一部改正

　　別紙4のとおり改正する。



○ 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年老企第45号）
（抄）

改正案

第三　人員に関する基準・設備に関する基準

1・2　
（田各）

3　経過措置
（1）・（2）

（3）・（4）

（略）

（略）

現行

第三　人員に関する基準・設備に関する基準
　1　・　2　　　（田各）

　3　経過措置
　（1）　・　（2）　　　　（1“各）

　（3）医療法等の一部を改正する法律（平成12年法律第141号）
の施行前において病床転換による療養型病床群として食堂及

び浴室に係る特例の対象とされてきた病床を有する病院及び

診療所にあっては、平成20年3月31日までの間、療養環境の
改善に関する計画が提出されているものであれば、医療法施行

規則第2！条　2項第3号に規定する基準に該当しない指定介
護療養型医療施設の食堂であってもよいこととする。（基準省

令附則第7条及び第！2条）
（4） （5） （略）
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・指定居宅サービス等及び指 p防トビス等に関する　ついて（平成口年老企　号）譜

第三　介護サービス

ー～
mk　　　（田各）

九　短期入所療養介護
　1　人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第142条及び

　　第143条）
　（1）　　（略）

　（2）経過措置
　　　①　厚生労働大臣が定める基準に適合している診療所（居宅基

　　　　準附則第5条）においては、当分の間、指定短期入所療養介

　　　　護を行うことができるものとする。
　　　②医療法等の一部を改正する法律（平成！2年法律第14！号）

の施行前において、療養病床転換による療養型病床群として

病院療養病床療養環境減算（■）及び診療所療養病床療養環

境減算が適用されてきた病床を有する病院又は診療所であ
る指定介護療養型医療施設にあっては、当該減算が平成20

年3月3！日限りで廃止されたことから、当該病床を有する
病院又は診療所における短期入所療養介護についても、各基

準において、指定介護療養型医療施設と同等の基準を満たさ

なければならないものとする。（居宅基準附則第6条から附

2～4

　則第13条まで）

　る法律の施行に伴う介護保険関係法の一部改正等について」

　（平成13年2月22目老計発第9号・老振発第8号・老老発

　第4号通知）を参照されたい。

　　（略）

③　その他の経過措置については、「医療法等の一部を改正す

第三　介護サービス

一一
`八　　　（略）

九　短期入所療養介護
　1　人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第1・12条及び

　　第！43条）

　（1）　　（略）

　（2）経過措置
　　　①　厚生労働大臣が定める基準に適合している診療所（居宅基

　　　　準附則第5条）においては、当分の間、指定短期入所療養介

　　　　護を行うことができるものとする。

　②その他の経過措置については、「医療法等の一部を改正す
　　　る法律の施行に伴う介護保険関係法の一部改正等について」

　　　（平成！3年2月22日老計発第9号・老振発第8号・老老発

　　第4号通知）を参照されたい。
2～4　　（田各）

降“
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　費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第40号）　（抄）
○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改　　　　　　　　　　改　　　　　正　　　　　後

指定居宅サ＿ビスに要する費用の額碗年定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び手旨定施設サービス等に要する

7　介護療養施設サービス
（1）～（！4）

（15）療養環境減算の適用について

　　①　病院療養病床療養環境減算の基準
　　　　病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準附則第

　　　7条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施行規則
　　　の一部を改正する省令（平成13年厚生労働省令第8号。以下「平成

　　　13年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第41条の規定の
　　　適用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法

　　　による測定でL8メートル（両側に居室がある廊下については、2．7
　　　メートル）未満である場合に適用されること。　（施設基準第41号に

　　　おいて準用する施設基準第11号）

②診療所療養病床設備基準減算の基準
　　診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基準附則

7　介護療養施設サービス
（1）～（14）　（略）

（15）療養環境減算の適用について

　　①　病院療養病床療養環境減算（1）の基準
　　　　病院療養病床療養環境減算（1）は、指定介護療養型医療施設基準

　　　附則第7条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施

　　　行規則の一部を改正する省令（平成13年厚生労働省令第8号。以下
　　　　「平成13年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第41条の規

　　　定の適用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が

　　　内法による測定でL8メートル（両側に居室がある廊下については、
　　　2．7メートル）未満である場合に適用されること（ただし、病院療養

　　　病床療養環境減算（H）又は（皿）の適用を受ける場合を除く。）。

正　　前　　　　　！

（施設基準第41号において準用する施設基準第1！号イ）

②病院療養病床療養環境減算（II）の基準
病院療養病床療養環境減算（n）は、次のいずれかに該当する場合

に適用されること（ただし、病院療養病床療養環境減算（皿）の適用

を受ける場合を除く。）。　（施設基準第、4！号において準用する施設

イ　指定介護療養型医療施設基準附則第7条に規定する病床転換に
基準第H号ロ）

よる旧療養型病床群に係る病室であって、1の病室の病床数が四床

を超えているか、又は入院患者’1人当たりの病室の床面積が6．4平

ロ　機能訓練室が、内法による測定で40平方メートル以上の床面積
　方メートルに満たないこと。

　を有しないこと
ノ＼ 食堂及び浴室を有するが、食堂が内法による測定で入院患者1人

当たり1平方メートル未満であり、しかし、具体的な療養環境の改

　医師、看護職員又は介護職員の員数が、指定介護療養型医療施設
善に関する計画を提出していること。

③
一

基準に定める員数に満たないこと。

診療所療養病床療養環境減算の基準
診療所療養病床療養環境減算は、次のいずれかに該当する場合に適」
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第12条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床群又は平成13
用されること。（施設基準第42号において準用する施設基準第！2号

年医療法施行規則等改正省令附則第41条の規定の適用を受ける療養 イ）

病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法による測定でL8
7一指定介護療養型医療施設基準附則第12条に規定する病床転換に

メートル（両側に居室がある廊下については、2マメートル）未満で
よる診療所旧療養型病床群に係る病室にあっては、1の病室の病床

　　あること　（施設基準虎42号において準用する施設基準第12号）

B・④　　（略）

i16）　～　（28）　　　（田各）

　　　数が4床を超えているか、又は入院患者1人当たりの病室の床面積

@　　が6，4平方メートルに満たないか又は隣接する廊下の幅が内法に

@　　よる測定で1，8メートル（両側に居室がある廊下については、2．7
@　　メートル）未満であること。平成13年医療法施行規則等改正省令

@　　附則第41条の規定の適用を受ける療養病床に係る病室にあって
@　　は、隣接する廊下の幅が内法による測定でL8メートル（両側に居
@　　室がある廊下については、2．7メートル）未満であること。
@　　ロ　食堂及び浴室を有するが、食堂が内法による測定で入院患者！人

@　　　当たり1平方メートル未満であり、しかし、具体的な療養環境の改

@　　善に関する計画を提出していること。
@　ハ　看護職員又は介護職員の員数が、指定介護療養型医療施設基準に

@　　　定める員数に満たないこと。

@　④・⑤　　（略）

i16）～（28）　（略）
］　一
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○指定居宅サービス嗄する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の参碇に関する基準・指定施設サエビス笠1こ要する糊
の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準・指定介護予防支援1こ要する費用の額の算疋に関1聾簿・難
　地域密着型サ＿ビスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制疋に伴う介護

　給付費算定に係る体制等に関する届出における留意点について（平成12年老企第41号）（抄）

改 正 後

第一　届出項目について
　　居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険施設、介護予防

　サービス事業所、介護予防支援事業所、地域密着型サービス事業所及び

　地域密着型介護予防サービス事業所（以下「事業所・施設」という。）か

　ら届出を求める項目は、居宅サービス単位数表、居宅介護支援単位数表、

　指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚

　生省告示第21号）別表（以下「施設サービス単位数表」という。）、厚生

　労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成12年厚

　生省告示第30号。以下「特定診療費単位数表」という。）、介護予防サ

　ービス介護給付費単位数表、介護予防支援介護給付費単位数表、地域密

　着型サービス介護給付費単位数表及び地域密着型介護予防サービス介護

　給付費単位数表の中で、介護給付費の算定に際して、

　　①　事前に都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。以下同
　　　じ。）に届け出なければならないことが告示上明記されている夢項

　　②都道府県知事又は市町村長に対する届出事項として特に規定され

　　　ているものではないが、
　　　・　介護支援専門員が居宅サービス計画を策定する際に支給限度額

　　　　を管理する
　　　・　介護予防支援事業所の職員が介護予防サービス計画を策定する

　　　　際に支給限度額を管理する
　　　・　審査支払機関及び保険者において介護給付費の請求に対して適正

　　　　な審査等を行う
　　　．ヒで必要な事項とし、居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所及

　　　び介護保険施設については、（別紙1）「介護給付費算定に係る体制

　　　等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」（以

　　　下r体制状況一覧表」という。）、介護予防サービス事業所及び介

　　　護予防支援事業所については、（別紙1－2）「介護給付費算定に係

籠居襲騰居宅介言蔓支援事業所介言隻保険方包訊介言蔓予「5扇

　サービス事業所、介護予防支援事業所、地域密着型サービス事業所及び

　地域密着型介護予防サービス事業所（以下「事業所・施設」という。）か

　ら届出を求める項目は、居宅サービス単位数表、居宅介護支援単位数表、

　指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成！2年厚

　生省告示第21号）別表（以下「施設サービス単位数表」という。）、厚生

　労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成12年厚

　生省告示第30号。以下「特定診療費単位数表」という。）、介護予防サ

　ービス介護給付費単位数表、介護予防支援介護給付費単位数表、地域密

　着型サービス介護給付費単位数表及び地域密着型介護予防サービス介護

　給付費単位数表の中で、介護給付費の算定に際して、

　　①　事前に都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。以下同
　　　じ。）に届け出なければならないことが告示上明記されている事項

　　②都道府県知事又は市町村長に対する届出事項として特に規定され

　　　ているものではないが、
　　　・　介護支援専門員が居宅サービス計画を策定する際に支給限度額

　　　　を管理する
　　　・　介護予防支援事業所の職員が介護予防サービス計画を策定する

　　　　際に支給限度額を管理する
　　　・　審査支払機関及び保険者において介護給付費の請求に対して適正

　　　　な審査等を行う
　　　上で必要な豊ド項とし、居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所及

　　　び介護保険施設については、（別紙1）「介護給付費算定に係る体制

　　　等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」（以

　　　下「体制状況一覧表」という。）、介護予防サービス事業所及び介

　　　護予防支援事業所については、（別紙！－2）「介護給付費算定に係：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前　　　　　　　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　　改

1一

庫…

LE．i



　　　る体制等状況一覧表（介護予防サービス・介護予防支援）」（以下

　　　「体制状況一覧表」という）、地域密着型サービス事業所、地域密

　　　着型介護予防サービス事業所については、（別紙1－3）「介護給付

　　　費算定に係る体制等状況一覧表（地域密着型サービス・地域密着型

　　　介護予防サービス）」（以下r体制等一覧」という。）に掲げる項目

　　　とする。

第二～第四　　（略）

第五　体制状況一覧表の記載要領について
　1～！0　　　（田各）

　11短期入所療養介護（病院療養型）
　　①～④　　（略）

　　⑤　　「療養環境基準」については、26号告示第11号に該当する場合は

　　　「減算型」と記載させ、それ以外の場合は「基準型」と記載させる

　　　こと。

　　⑥～⑭　　（略）

，12　短期入所療養介護（診療所療養型）

　　①～③　　（略）

　　④」聾しについては、26号告示第12号に該当する場合はr減
　　　算型」と記載させ、それ以外の場合は「基準型」と記載させること。

　⑤～⑩　　（略）

13～18　　　（IU各）

19　介護療養型医療施設（病院療養型）

　①～④　　（略）

　⑤「療養環境基準」については、短期入所療養介護（病院療養型）と

　　同様であるので、11⑤を準用されたい。

　⑥～⑫　　（略）

20　介護療養型医療施設（診療所型）

　①～③　　（略）

　④「設備基準」については、短期入所療養介護（診療所療養型）と

　　同様であるので、12④を準用されたい。

　⑤～⑧　　（略）

21～29　　　（田各）

3！　介護予防短期入所療養介護（病院療養型）

　①～④　　（略）

　　　る体制等状況一覧表（介護予防サービス・介護予防支援）」（以下

　　　「体制状況一覧表」という）、地域密着型サービス事業所、地域密

　　　着型介護予防サービス事業所については、（別紙1一…3）「介護給付

　　　費算定に係る体制等状況一覧表（地域密着型サービス・地域密着型

　　　介護予防サービス）」（以下r体制等一覧」という。）に掲げる項目

　　　とする。

　1～！0　　（略）

　　①～④　　（略）

　　⑤　　「療養環境基準」については、26号告示第1！号に該当する場合は

　　　「減算型1」と、同号ロに該当する場合は「減算型II」と記蔵させ、

　11短期入所療養介護（病院療養型）

第二～第四　　（略）

第五　体制状況一覧表の記蔵要領について

　　それ以外の場合は「基準型」と記載させること

　⑥～⑭　　（略）

12　短期入所療養介護（診療所療養型）

　①～③　　（略）

　④「療養環境基準」については、26号告示第12号エに該当する場合
　　は「減算型」と記載させ、それ以外の場合は「基準型」と記載させ

　　ること。

　⑤～⑩　（略）

！3～18　（略）

19　介護療養型医療施設（病院療養型）

　①～④　　（略）

　⑤「療養環境基準」については、短期入所療養介護（病院療養型）と

　　同様であるので、11⑤を準用されたい。

　⑥～⑫　　（略）

20　介護療養型医療施設（診療所型）

　①～③　　（略）

　④「療養環境基準」については、短期入所療養介護（診療所療養型）

　　と同様であるので、！2④を準用されたい。

　⑤～⑧　　（略）

21～29　（略）

31　介護予防短期入所療養介護（病院療養型）

　①～④　　（田各）
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　⑤「療養環境基準」については、短期入所療養介護（病院療養型）

　　と同様であるので、11⑤を準用されたい。
　⑥～⑭　　（略）

32　介護予防短期入所療養介護（診療所療養型）

　①～③　　（略）

　④　　「設備基準」については、短期入所療養介護（診療所療養型）と

　　同様であるので、12④を準用されたい。
　⑤～⑩　　（略）

33～46　　　（田各）

　⑤「療養環境基準」については、短期入所療養介護（病院療養型）

　　と同様であるので、11⑤を準用されたい。

　⑥～⑭　　（略）

32　介護予防短期入所療養介護（診療所療養型）

　①～③　　（略）

　④　「療養環境基準」については、短期入所療養介護（診療所療養型）

　　と同様であるので、12④を準用されたい．

　⑤～⑩　　（略）

33～46　（略）
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（別紙r）
介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅ザービス施設サービス居宅介護支援）

事案所各号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ の 他　　　　脈 当　　　す　　　る　　　体　　　制　　　等 諭引

各サービス共通 地域区分 1　特別区　2 特甲地　3　甲地　4　乙地　5　その他 一
一

11 訪問介護 可
2
3

身体介護

ｶ活援助

ﾊ院等蜘u介助

笥呂馳域加算

ﾁ定事葉所加算

1　なし　2

P　なし　2

あり

ﾁ算1　3　加算H　4　加算皿
1 なし　2 あり

12 訪問入浴介瓢 特別地域加算 1　なし　2 あり
1 なし　2 あり

特別地域加算 1　なし　2 あり

1 訪問着服ステーション 緊急時訪間引勤口算 1　なし　2 あり
13 訪問看護

2 病院又は診療所 特別管理体制 1　対応不可 2　対応可

ターミナルケア体制 1　なし　2 あり

14 訪問リパビリテーシヨン
1
2

病院又は診画所

諟�V人保蛍旛設
職員の欠員による減算の状況 1　なし　2 看識職員　3　介1製職員

1 なし　2 あり

大現収事変所

條ﾔ延長サービ川本憲II．

1　非脹当　2

P　対応不可

該鞘

Q　対応可

15 通所介誠

3
4
5

小規模望事薮所

ﾊ常蜆蝶型事琵所

ﾃ養通所介護事業所

’四別機能加琳制、

�♂譓舞ﾌ制

癆N性認知症ケア体制

1　なし　2

P　なし　2

P　なし　2

あり

｠り

｠り

栄養マネジメンH誉1」、、．

綠o倣触向上体制

1　なし　2

P　なし　2

あり

｠り

1　なし　2 悪顔　3　看旗職員　4　介護職員　5　理学療法±　6 作業疫法士
職員の欠員による減算の状況

7　書蹟聴覚士

大現t『奉戴所 1　非該当　2 該当

1 通常規模の医痴樹間 時間延長サービス体制 1　対応不可 2　対応可
16 通所リパビリテーション

2 小規恨診疫所 入浴介助体制 1　なし　2 あり

3 介護老人保璽飽設 若年性認知症ケア体制 1　なし　2 あり

錘エネジメンH本剤＿

綠o憎能向上体制

1　なし　2

P　なし　2

あり

｠り

17 福祉用具貸与 特別地域加算 1　なし　2 あり

査問わ務条件基ほ 1　基準型　2 減算型
1 なし　2 あり

職員の欠員による減算の状況 1　なし　2 看護職員　3　介議職員

1 単独型 ユニットケア体制 1　対応不可 2　対応可

2 併設型　空床型 機能む、練指扇体制 1　なし　2 あり
21 短期入所生活介護

3
4

単独型ユニット型

ｹ設型　空床型コニット型

送迎体制

h直管狸の評価

1　対応不可

P　なし　2

2　対応可

h養士　3　管玉iP栄養士

緊急受入体制 1　対応不可 2　対応可

夜間看1田本制 1　対応不可 2　対応可

夜間勤務条件基準 1　基4型　2 ．畷算へ・

職員の欠員による減算の状況 1　なし　2 医師　3　看廻魔員　4　介雄魂員　5　理学ぬ法士　6 作髭療法士

ユニットケア体制 1　対応不可 2　対応可

1 介護老人保9童施設 リハビリテーション機能強化 1　なし　2 あり
22 短期入所療養介護

2 ユニット型介識老人保q，施設 送迎体制 1　対応不可 2　対応可

栄彊管理の言平優

ﾙ筒症ケア加算

ﾙ急受入体制

1　なし　2

P　なし　2

ﾂ　対応不可

栄養士　3　管理栄養±

｠り

Q　対応可



夜間勤務条件基準
1　　基準型　　2　　力［】算型　i　　3　　か目算型E　　　　4　　力日算聖血　　　5　　減算｛望

塩屋の欠員による汲算の状況 1　なし　2　医師　3　看臓職員　4　介護職員

ユニットケァ体制 1　対応不可　2　対応可

擦茎理填基準 1　　基準型　　2　　減算型4一一一3一一減算劉・
1　病院療養型

U　ユニット型病院疲春型

`　病院経過型

2　　1型

R　H型
S　皿型

医師の配置基準

洛}体制

h養管理の評価

1　基準　2　医療法趨行規則第49条適用

P　対応不可　2　対応可

P　なし　2　栄養士　　3　管理栄養士

緊急受入体制

ﾁ定診療費項目

1　対応不可　2　対応可

P　　重症皮膚∫貴癌ヰ旨』昂管1星　　　2　　　薬斉il管玉中手旨珊

リハビリ旋ション提供体制 1　理学癩法1　2　理学漂法n　3　作茎項法　4　言納聴覚療法　5　精神科作業療法　6　その他

ユニットケア体制 1　対応不可　2　対応可

療養硬填甚旭 キー差準聖一無羅算髪

毅備基湾 1　蕊取型　2　減算型
23 短期入所療養介瀕

送迎体制
1　対応不可　2　対応可　　　　　　　　　一　　一　幅　　　　　　　　　一

2　診擬所療養型

V　ユニット型診療所療養型

1　1型

Q　且型 栄葺管理の評価

ﾙ急受入体制

1　なし　2　栄養士　3　管理栄養土

P　対応不可　2　対応可

特定診織費項目 1　黄症皮膚潰瘍指樽管珍　2　薬剤管理指引

リハビリテーション提供体制 1　理学療法1　2　珊学療法H　3　作事ゆ法　4　書蹟聴覚磁法　　5　精神科作峯療法　6　その他

職員の欠員による菰算の状況 1　　なし　　2　　医師　　3　　看麹［職員　　5　　介繕駅員

3　認知症疾邊型

W　ユニット型認知症疾”1型

a　翻知症経過型

ユニットケア体制

洛}体制

1　対応不可　2　対応可

P　対応不可　2　対応可
5　1型

U　H型

V　皿型

W　W型

X　V型

栄養管理の評価 1　　なし　　2　　栄養士　　3　　管玉督栄養士

緊急受入体制

潟nピリテション饗供体制

1　対応不可　2　対応可

P　精神科作窯療法　2　その他

4　基準適合診療所型
送迎体制

h養管理の1剰益

1　対応不可　2　対応可

P　なし　2　栄養士　　3　管理栄養士

職員の欠員による減算の状況

ﾂ別機能訓搬体制

1　なし　2　看m塩員　　3　介護職員

P　なし　2　あり

1　なし　2　あり

33 特定施設入居者生活介熾

1　有料老人ホーム

Q　経費老人ホーム

R　養巌老人ホーム

S　高齢者専用賃貸住宅

1　一一般型

Q　外部サービ
@　ス利用型

1　対応不可　2　対応可

特別地域加算 1　なし　2　あり
43 居宅介護支援

特定事窟所加算 1　なし　2　あり

夜間勤務条件基準 1　基準型　2　i破算型 1　なし　2　あり

熾員の欠員による減算の状況

�jットケア体制

d度化対応体制

�ユニットケア体制

1　なし　2　看護塩員　3　介醸嵐員　4　介護支担専門員

P　対応不可　2　対応可

P　対応不可　2　対応可

P　対応不可　2　対応可

51 介護老人福祉驚設

1　介護福祉簿設

Q　小規模介議福祉施設

R　ユニット型介ユ隻福祉施設

S　ユニット型小規楓介：隻福祉俺設

偶別樋簡む1短体制

寀ﾎ専後転師配お

ｸ神科医齢定期的療養指4

M害者生活支援体制

1　なし　2　あり

P　なし　2　あり

P　なし　2　あり

P　なし　2　あり

1　なし　　2　　栄養士　　3　　管｝il栄養士　　4　　栄養ケア　　マネジメンH牽制栄養管理の評価

g体拘束鰻止取姐の有無

ﾅ取り介護体制

ﾝ宅　入所相互利用体制

1　なし　2　あり

P　なし　2　あり

P　対応不可　2　対応可

I
l
l
し
1

1　基輩型　2　減算型

52 介護老人保鰯ら設

1　介護保健施設

Q　ユニット型介族保温施設

R　小規担介護保伽施設

S　ユニット型小規模介膳保聖施設

夜間隻、務条件基慮

譜�ﾌ欠員による減算の状況

�jットケア体制

h養管理塑麺．．．

F知症ケア加算

1　なし　2　医師　3　看族職員　4　介護職員　5　理学幽法士　6　作業々法士　7　介嫉支援卑門

P　対応不可　2　対応可

P　なし　2　栄華生　．3　管理栄養』糞＿4　栄養ケア　マネジメント体制

P　なし　2　あり

1

身体拘束廃止取組の有無 1　なし　2　あり 」



夜間勤務条件基準 1基準型　2　加算型1　3加算型H　4　茄算型皿　5　減算型

職員の欠員による減算の状況 1　なし　2　医師　3　看護職員　4　介護塩員　5　介護支援専門員

ユニットケア体制 1　対応不可　2　対応可

療養環境基a 1　　i墨磨型　　2　　減算蟹4一一一各一一減算髪丑■1　病院療養型

U　ユニット型病院療養型

`　病院経過型

2　1型

R　H型

S　皿型

医師の配置基準 1　　基準　　　2　　　医幽5去篤行組員弓第49条適月日

栄養管理の評価 1　なし　2　栄養士　3　管理栄養士　4　栄養ケア　マネジメント体制

身体拘束廃止取絹の有無 1　なし　2　あり

特定診療費項目 1　重窪皮満漬癌指」畦管硬　2　薬剤管理指湯

リハピリテション提供体制 1　理学療法1　2　理学療法n　3　作業藻法　4　言語聴覚療法　5　精神科作笑環法　6　その地

ユニットケア体制 1　対応不可　2　対応可

53 介護救護型医織施設 撫養硬墳墓嶺 4一一基準墨4一減勲

設備碁4 1　基準聖　2　滅罪型2　診療所型

V　ユニット型診療所型 栄養管理の評価 1　なし　2　栄盛土　3　管理栄養士　4　栄聾ケア　マネジメント体制1　1型

Q　n型 身体拘束映止取組の有無 1　なし　2　あり

特定珍優費項目 1　重症皮膚潰癌指4管理　　2　至剤管理指歯

リハピ1帰一ション提供体制 1　理学療法1　2　理学療法n　3　作晃η法　4　言納聴覚療法　5　精神科作業環法　6　その他

職員の欠員による減算の状況

�jットケア体制

1　なし　2　医節　3　巷議職員　4　介讃職員　5　介1望支掻専門員

P　対応不可　2　対応可3　紐知症疾患型

W　ユニット型毘知症疾恐型

a　認知症経過型

5　1型

U　H型
V　円型

W　阿型

X　V型

栄葺管理の騨価 1　なし　　2　栄養士　　3　管理栄養士　　4　栄養ケア　マネジメント体制

身体拘束廃止取岨の有無

潟nビリテーション提供体制

1　なし　2　あり

P　精神科作烹痘法　2　その他



（別紙r）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

事至所番号
「］

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 也　　　　該　　　　当　　　　す　　　　る　　　　体　　　　制　　　　等

各リービス共通 地域区分 1　特別区　2　特甲地　　3　甲地　4　乙地　5　その地

特別地域加算 1　なし　2　あり

11 訪問介護

1　身体介護

Q　生活援助

R　通院等粟降介助

特定峯琵所加算 1　　なし　　2　　加算1　　3　　加算n　　4　　力日算皿

特別地域加算 1　なし　2　あり
13 訪問看護

1　訪問君諾ステーション

Q　病薩又は診療所

1　なし　2　看10職員　3　介繕職員職員の欠員による減算の状況

蛹ｻ輿車莫所

條ﾔ延長サービス体制

1　非辞当　2　該当

P　対応不可　2　対応可

1　なし　2　あり
15 通所介護

3　小規拠型事案所

S　通常規四型事務所

個別機能：傭体制

�♂譓舞ﾌ制 1　なし　2　あり

若年性膨知症ケア体制

h葺マネジメント体制

麹T僧厳向上体制

1　なし　2　あり

P　なし　2　あり

P　なし　2　あり

備考　1　この表は、事茱所所在地以外の場所で一部事案を実施する出張所等がある場合について記訂することとし、聖教出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。



（男1』糸氏1－2）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス介護予防支援）

儀貧所番号
… i

「
」

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ の 他　　　該 当　　　す　　　　る　　　体　　　制 一
寺

A、引　　「

各サービス共通 地域区分 1 特別区 2　特甲地 3　甲地　4　乙地　5　その他 』

61 介護予防訪問介世 特別地域加算 1 なし 2　あり
1 なし 2　あり

62 介護予防訪問入浴介護 特別地域加算 1 なし 2　あり
1 なし 2　あり

1 訪問看護ステーション 特別地域加翼 1 なし 2　あり

63 介護予防訪問韮｝護 2 病院又は診療所 緊急時訪問着蹴加算 1 なし 2　あり

特別管理体制 1 対応不可 2　対応可

64 介護予防訪問リハビリテーション
1
2

病院又は診療所

諟�V人保健施設
職員の欠員による減算の状況 1 なし 2　看蹴職員 3　介嶺職昂

1 なし 2　あ

運動器搬能向上体制 1 なし 2　あり

65 介護予防通所介護 栄養改善体制 1 なし 2　あり

口腔機能向上体制 1 なし 2　あり

事案所評価加P〔申出〕の脊無 1 なし 2　あり

ヨ
／

職員の欠員による戴算の状況 1 なし 2　医師　3 f君昼熾貝　4　介纏職員　5　理学瘡法士 6 作革療法士 7 言語聴覚士

運動器機能向上体制 1 なし 2　あり 　／@－■
^

66 介護予防通所リパビリテーション 栄養改蒼体制 1 なし 2　あり 　－^口腔機能向上体制 1 なし 2　あり

事鰻所評価加算〔申出〕の有無 1 なし 2　あり

6フ 介護予防福祉用興貸与 特別地域加翼 1 なし 2　あり

夜間勤務条件基準 1 基準型 2　紙質型
1 なし 2　あり

1 単独型 職員の欠員による減算の状況 1 なし 2　看護職員 3　介護腹髄

2 併設型・空床型 ユニットケア体制 1 対応不可 2　対応可
24 介護予防短期入所生活介護

3 ll重独型ユニット型 機能訓練指導体制 1 なし 2　あり

4 併設型・空床型ユニット型 送迎体制 1 対応不可 2　対応可

栄養管理の評価 1 なし 2　栄養士 3　管理栄播士

夜間勤務条件基準 1 基準型 2　減算型
　。／

^
職員の欠員による減算の状況 1 なし 2　医師　3 看出職貴　4　介護職員　5　理学療法士 6 作蟻蜂法士 　／

^
1 介護老人保鯉施設 ユニットケア体制 1 対応不可 2　対応可

25 介護予防短期入所療養介護
2 ユニット型介韻老人保留施設 リハピ1斤一ション機能強化 1 なし 2　あり

送迎体制 1 対応不可 2　対応可

栄養管理の肝価 1 なし 2　栄養士 3　管理栄毅士



夜間勤務条件基準 1 基準型　2 加算型1　3　加算型［　　4　加算型皿　5　撮翼型

職員の欠員による減算の状況 1 なし　2 医師　3　看護職員　4　介護職員

ユニットケア体制 1 対応不可 2　対応可

1 病院療養型 2 1型 療養環境基準 1 基準型　2 減算型4一一
6 ユニット型商院療養型 3 H型 医師の配置基準 1 基準　2 医微法滋行規則第49条適用

A 病院経過型 4 皿型 送迎体制 1 対応不可 2　対応可

栄養管理の評価 1 なし　2 栄養士　3　管理栄養士

特定診療費項目 1 短症皮膚潰瘍指4管理　2　薬剤管理指導

リハビリテーション提供体制 1 理学織法1 2　理学縦法H　3　作簸療法　4　言語聴覚療法　5 精神科作蘂戴法 6 その他

ユニットケア体制 1 対応不可 2　対応可

糊購
、ア

26 介護予防短期入所療養介熾 設嫌基準 1 基準型　2 減算型

2 診療所療養型 1 1型 送迎体制 1 対応不可 2　対応可

7 ユニット型診療所療翼型 2 口型 栄昼管理の評価 1 なし　2 栄貰土　3　管理栄養士

特定診療費項目 1 廻症皮膚潰瘍指4管理　2　譲剤管理指4

リハビリテーション提供体制 1 理学療法1 2　理学標法且　3　作業療法　4　言語聴覚療法　5 精神科作鑑療法 6 その他

5 1型 職員の欠員による瓢口の状況 1 なし　2 医師　3　君澱職員　4　介坦職員

3 認知症疾患型 6 H型 ユニットケア体制 1 対応不可 2　対応可

8 ユニット型認知症疾患型 7 皿型 送迎体制 1 対応不可 2　対応可

B 認知症経過型 8 w型 栄養管理の評価 1 なし　2 栄残土　3　管理栄蓋士

9 V型 リハビリテーション提供体制 1 精神科作業療法 2　その他

送迎体制 1 対応不可 2　対応可
4 基準適合診療所型

栄養管理の評価 1 なし　2 栄養士　3　管理栄養士

1 有料老人ホーム 職員の欠員による減Pの状況 1 なし　2 音皿職員　3　介慨職員
1 なし つ 壷

2 経費老人ホーム 1 一般型 個別機能訓練体制 1 なし　2 あり
35 介護予防特定施設入居者生活介護

3
4

養撒老人ホーム

w諶ﾒ専用賃貸住宅

2 外部サービ

X利用型

／

あり

ス



（男り糸氏1－2）

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

恥蒸所番号
　　　　　　　　　　ラ　ヨ

ーL＿一」

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 該　　　当　　　す　　　る 体 制　　　等
『　一

各サービス共通 地域区分 1 特別区 2　特甲地　3 甲地　4 乙地 5 その他

61 介護予防訪問介護 特別地域加算 1 なし 2 あり

63 介護予防訪問“護
1
2

訪問冠座スデーション

a院又は診僚所
特別地域加算 1 なし 2 あり

職員の欠員による瓢算の状況 1 なし 2 君崖職員　3 介護職昌

運動器搬能向上体制 1 なし 2 あり

65 介護予防通所介鰹 栄養改善体制 1 なし 2 あり

口腔機能向上体制 1 なし 2 あり

事業所評癌加算〔申出〕の有無 1 なし 2 あり

「
コ
，
、

備考　1　この表は、瓢箪所所在地以外の場所で一部階乗を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。
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発
行
の
許
可
等
に
関
す
る

　
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
（
農
林
水
産
・
国
土
交
通
一
）

O
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
っ
て

　
汚
染
さ
れ
た
物
の
第
一
種
廃
棄
物
埋
設
の

　
事
業
に
関
す
る
規
則
（
経
済
産
業
一
一
三
）

O
特
定
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処
分
に
関
す

　
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び

　
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

　
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
及
び
原
子

　
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
施

　
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
施
行
に

　
伴
う
経
済
産
業
省
関
係
省
令
の
整
備
に
関

　
す
る
省
令
（
同
二
四
）

一
三

二六二七二九三〇…五
五

O
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

　
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
及
び
原
子

　
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
施

　
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
施
行
に

　
伴
う
経
済
産
業
省
関
係
省
令
の
整
備
に
関

　
す
る
省
令
（
同
二
五
）

O
経
済
産
業
省
関
係
特
定
保
守
製
品
に
関
す

　
る
省
令
（
同
二
六
）

〔
告

示
〕

O
水
産
業
協
同
組
合
法
第
十
七
条
の
三
第
五

　
項
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
組
合
若
し
く
は

　
そ
の
子
会
社
又
は
連
合
会
若
し
く
は
そ
の

　
子
会
社
が
基
準
株
式
数
等
を
超
え
て
所
有

　
す
る
株
式
等
の
処
分
に
関
す
る
基
準
を
定

　
め
る
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

　
（
金
融
庁
・
農
林
水
産
六
）

O
国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一
条
の
規
定
に

　
よ
る
国
債
の
買
入
消
却
に
関
す
る
件

　
（
財
務
九
四
、
九
五
）

六
七

七
七

七
八

O
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額

　
の
算
定
に
関
す
る
基
準
の
一
部
を
改
正
す

　
る
件
（
厚
生
労
働
一
三
五
）
　
　
　
　
　
　
七
九

〇
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の

　
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
の
一
部
を
改
正

　
す
る
件
（
同
一
三
六
）

O
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用

　
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
の
一
部
を
改

　
正
す
る
件
（
同
一
三
七
）

　
　
　
　
　
　
　
　
（
以
下
次
の
ペ
ー
ジ
へ
続
く
）

本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
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（
前
の
ペ
ー
ジ
よ
り
続
き
）

O
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
施
設
基
準
の
一

　
部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
三
八
）

O
消
　
　
　
　
同
条
昇
　
　
1

　
る
件
（
同
一
三
九
）

O
児
童
福
祉
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正

　
す
る
省
令
附
則
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
別

　
に
定
め
る
目
を
定
め
る
件
（
同
一
四
〇
）

O
保
育
所
保
育
指
針
を
定
め
る
件

　
（
同
一
四
一
）

O
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実

　
施
に
関
す
る
基
準
第
十
七
条
の
規
定
に
基

　
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
特
定
健
康

　
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
係
る

　
施
設
、
運
営
、
記
録
の
保
存
等
に
関
す
る

　
基
準
を
定
め
る
件
（
同
一
四
二
）

○
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
生
物
由
来
製

　
品
及
び
特
定
生
物
由
来
製
品
の
一
部
を
改

　
正
す
る
件
（
同
一
四
三
）

O
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
第
百
十
二
条
第
一
一

　
項
第
一
号
イ
の
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労

　
働
大
臣
が
指
定
す
る
地
域
の
一
部
を
改
正

　
す
る
件
（
同
一
四
四
）

O
特
定
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処
分
に
関
す

　
る
法
律
等
の
｛
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び

　
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

　
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
及
び
原
子

　
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
施

　
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
施
行
に

　
伴
う
経
済
産
業
省
関
係
告
示
の
整
備
に
関

　
す
る
告
示
（
経
済
産
業
五
五
）

O
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

　
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
に
基
づ
き

　
原
子
炉
又
は
製
錬
施
設
等
を
定
め
る
告
示

　
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
（
同
五
六
）

○
循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
を
変
更

　
し
た
件
（
環
境
三
三
）

O
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
計
画
を
定
め
た
件

　
　
（
同
三
四
）

七
九

八三八
九

九
二

九
三

九
五

二
八

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

　
破
産
、
再
生
関
係

≡
○

粥
本
号
で
公
布
さ
れ
た
繊
灘

灘
㎜
購
灘
法
令
の
あ
ら
ま
し
灘

◇
政
治
資
金
規
正
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
（
政
令
第
七
三
号
）
（
総
務
省
）

1
　
法
第
一
九
条
の
七
第
一
項
第
二
号
に
係
る
国
会
議
員

　
関
係
政
治
団
体
に
該
当
す
る
政
治
団
体
が
そ
の
旨
を
届

　
け
出
る
場
合
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
法
第
六
条

　
第
二
項
の
政
令
で
定
め
る
文
書
は
、
法
第
一
九
条
の
八

　
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
に
係
る
文
書
と
し
た
。
（
第

　
四
条
第
六
号
関
係
）

2
　
法
第
一
九
条
の
三
四
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事

　
の
手
続
そ
の
他
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
の
運
営
に
関

　
し
必
要
な
事
項
は
、
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
が
定
め

　
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
七
条
の
二
関
係
）

3
　
法
第
一
九
条
の
三
六
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
政
治

　
資
金
適
正
化
委
員
会
の
事
務
局
の
内
部
組
織
は
、
総
務

　
省
令
で
定
め
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
七
条
の
三
関
係
）

4
　
こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
〇
年

　
四
月
一
目
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
（
附
則
関
係
）

◇
内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

　
第
七
四
号
）
（
内
閣
府
本
府
）

一
　
国
民
生
活
局
に
新
た
に
消
費
者
安
全
課
を
置
く
等
、

　
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

二
　
こ
の
政
令
は
、
平
成
二
〇
年
四
月
一
目
か
ら
施
行
す

　
る
こ
と
と
し
た
。

◇
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期

　
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
七
五
号
）
（
総
務
省
）

　
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
一

九
年
法
律
第
七
五
号
）
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
〇
年
五

月
一
目
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
（
政
令
第
七
六
号
）
（
総
務
省
）

1
　
特
定
事
務
受
任
者
が
、
住
民
票
の
写
し
等
の
交
付
の

　
申
出
を
行
う
に
当
た
っ
て
、
依
頼
者
の
氏
名
又
は
名
称

　
を
明
ら
か
に
し
な
く
て
よ
い
特
例
が
認
め
ら
れ
る
業
務

　
を
規
定
す
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
一
五
条
の
二
関
係
）

2
　
指
定
都
市
の
区
に
関
す
る
適
用
関
係
の
規
定
を
整
備

　
す
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
三
一
条
関
係
）

3
　
こ
の
政
令
は
、
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改
正
す

　
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
〇
年
五
月
一
目
）
か
ら

　
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
首
都
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整
備

　
に
関
す
る
法
律
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

　
（
政
令
第
七
七
号
）
（
国
土
交
通
省
）

一
　
首
都
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整

　
備
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係
（
第
一
条

　
関
係
）

　
　
首
都
圏
の
都
市
開
発
区
域
に
お
け
る
地
方
税
の
不
均

　
一
課
税
に
伴
う
措
置
の
適
用
要
件
を
改
め
る
こ
と
と
し

　
た
。
二
　
近
畿
圏
の
近
郊
整
備
区
域
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整

　
備
及
び
開
発
に
関
す
る
法
律
施
行
令
及
び
中
部
圏
の
都

　
市
整
備
区
域
、
都
市
開
発
区
域
及
び
保
全
区
域
の
整
備

　
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係
（
第
二
条

　
関
係
）

　
　
近
畿
圏
及
び
中
部
圏
の
都
市
開
発
区
域
に
お
け
る
地

　
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
の
適
用
要
件
を
改
め

　
る
と
と
も
に
、
同
措
置
の
適
用
を
平
成
二
二
年
三
月
三

　
一
目
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

三
　
こ
の
政
令
は
、
平
成
二
〇
年
四
月
一
目
か
ら
施
行
す

　
る
こ
と
と
し
た
。

◇
予
算
決
算
及
び
会
計
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政

　
令
第
七
八
号
）
（
財
務
省
）

1
　
平
成
一
九
年
度
に
お
け
る
財
政
運
営
の
た
め
の
公
債

　
の
発
行
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
二
項
の
規

　
定
に
よ
り
平
成
二
〇
年
四
月
一
日
以
後
発
行
さ
れ
る
公

　
債
に
係
る
収
入
に
つ
い
て
は
、
日
本
銀
行
に
お
い
て
平

　
成
一
九
年
度
所
属
の
歳
入
金
と
し
て
平
成
二
〇
年
六
月

　
三
〇
目
ま
で
受
け
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し

　
た
。
（
附
則
第
一
〇
条
関
係
）

2
　
こ
の
政
令
は
、
公
布
の
目
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

　
た
。

◇
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
の
一

　
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備

　
に
関
す
る
政
令
（
政
令
第
七
九
号
）
（
文
部
科
学
省
）

［
　
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
施

　
行
令
の
一
部
改
正
関
係
（
第
一
条
関
係
）

　
1
　
教
育
委
員
会
の
委
員
の
定
数
の
増
加
に
伴
い
新
た

　
　
に
任
命
さ
れ
る
委
員
の
任
期
や
、
市
町
村
の
新
設
後

　
　
最
初
に
任
命
さ
れ
る
教
育
委
員
の
任
期
に
つ
い
て
特

　
　
例
を
定
め
る
等
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し

　
　
た
。
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O
厚
生
労
働
省
令
第
五
十
四
号

　
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
七

十
四
条
第
二
項
、
第
百
十
条
第
二
項
及
び
第
百
十
五
条
の

四
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施

設
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目

　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
人
員
、
設
備
及
び

　
　
　
運
営
に
関
す
る
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

第
一
条
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
人
員
、
設
備
及

　
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
四

　
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
附
則
第
七
条
か
ら
第
九
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め

　
る
。

　
第
七
条
か
ら
第
九
条
ま
で
　
削
除

　
　
附
則
第
十
一
条
か
ら
第
十
四
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に

　
改
め
る
。

　
第
十
一
条
か
ら
第
十
四
条
ま
で
　
削
除

第
二
条
　
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備

　
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第

　
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
附
則
第
六
条
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　
一
　
食
堂
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
療
養
病
床
に

　
　
　
お
け
る
入
院
患
者
一
人
に
つ
き
一
平
方
メ
ー
ト
ル

　
　
　
以
上
の
広
さ
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
附
則
第
十
条
を
附
則
第
十
三
条
と
し
、
附
則
第
八
条

　
及
び
第
九
条
を
削
り
、
附
則
第
七
条
第
一
号
を
次
の
よ

　
う
に
改
め
る
。

　
　
一
　
食
堂
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
療
養
病
床
に

　
　
　
お
け
る
入
院
患
者
一
人
に
つ
き
一
平
方
メ
ー
ト
ル

　
　
　
以
上
の
広
さ
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
附
則
第
七
条
を
附
則
第
十
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次

　
の
二
条
を
加
え
る
。

　
第
十
一
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
診
療
所
旧
療
養
型
病
床

　
　
群
に
係
る
病
床
を
有
す
る
診
療
所
で
あ
る
指
定
短
期

　
　
人
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医

　
　
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
四
条
の
適
用
を

　
　
受
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当

　
　
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
一
の
病

　
　
室
の
病
床
数
は
、
四
床
以
下
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

　
　
い
。

第
十
二
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
診
療
所
旧
療
養
型
病
床

　
　
群
に
係
る
病
床
を
有
す
る
診
療
所
で
あ
る
指
定
短
期

　
　
入
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医

　
　
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
七
条
の
適
用
を

　
　
受
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当

　
　
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の

　
　
床
面
積
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
入
院
患
者
一
人

　
　
に
つ
き
六
・
四
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
し
な
け
れ
ば

　
　
な
ら
な
い
。

　
　
附
則
第
六
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

　
第
七
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
短
期
入
所
療
養
介

　
　
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規

　
　
則
等
改
正
省
令
附
則
第
三
条
の
適
用
を
受
け
て
い
る

　
　
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
に
か

　
　
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
一
の
病
室
の
病
床
数

　
　
は
、
四
床
以
下
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
第
八
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
短
期
入
所
療
養
介

　
　
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規

　
　
則
等
改
正
省
令
附
則
第
六
条
の
適
用
を
受
け
て
い
る

　
　
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
に
か

　
　
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
床
面
積
は
、

　
　
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
入
院
患
者
一
人
に
つ
き
六
・

　
　
四
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
第
九
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
短
期
入
所
療
養
介

　
　
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規

　
　
則
等
改
正
省
令
附
則
第
二
十
一
条
の
規
定
の
適
用
を

　
　
受
け
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
に
か
か
わ
ら

　
　
ず
、
機
能
訓
練
室
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
四
十
平

　
　
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
床
面
積
を
有
し
、
必
要
な
器
械

　
　
及
び
器
具
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
条
　
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、

　
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に

　
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関

　
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第
三
十
五
号
）

　
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
附
則
第
六
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
を
削
り
、
第
五
条

　
の
次
に
次
の
七
条
を
加
え
る
。

　
第
六
条
　
医
療
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

　
　
令
（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
八
号
。
以
下
「
平

　
　
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
」
と
い

　
　
う
。
）
附
則
第
三
条
に
規
定
す
る
既
存
病
院
建
物
内
の

　
　
旧
療
養
型
病
床
群
（
病
床
を
転
換
し
て
設
け
ら
れ
た

　
も
の
に
限
る
。
以
下
「
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型

　
病
床
群
」
と
い
う
。
）
に
係
る
病
床
を
有
す
る
病
院
で

　
あ
る
指
定
介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
事
業
所
で

　
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省

　
令
附
則
第
二
十
二
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る

　
　
も
の
に
係
る
食
堂
及
び
浴
室
に
つ
い
て
は
、
当
該
規

　
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
適

　
合
す
る
食
堂
及
び
浴
室
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

　
　
い
。

　
　
一
　
食
堂
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
療
養
病
床
に

　
　
　
お
け
る
入
院
患
者
一
人
に
つ
き
一
平
方
メ
ー
ト
ル

　
　
　
以
上
の
広
さ
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
二
　
浴
室
は
、
身
体
の
不
自
由
な
者
が
入
浴
す
る
の

　
　
　
に
適
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
七
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
介
護
予
防
短
期
入

　
　
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療

　
　
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
三
条
の
適
用
を
受

　
　
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該

　
　
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
一
の
病
室

　
　
の
病
床
数
は
、
四
床
以
下
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
第
八
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
介
護
予
防
短
期
入

　
　
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療

　
　
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
六
条
の
適
用
を
受

　
　
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該

　
　
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
床

　
　
面
積
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
入
院
患
者
一
人
に

　
　
つ
き
六
・
四
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
し
な
け
れ
ば
な

　
　
ら
な
い
。

　
第
九
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
旧
療
養
型
病
床
群
に
係
る

　
　
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
る
指
定
介
護
予
防
短
期
入

　
　
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療

　
　
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
二
十
一
条
の
規
定

　
　
の
適
用
を
受
け
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
に

　
　
か
か
わ
ら
ず
、
機
能
訓
練
室
は
、
内
法
に
よ
る
測
定

　
　
で
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
床
面
積
を
有
し
、
必

　
　
要
な
器
械
及
び
器
具
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

0
厚
生
労
働
省
令
第
五
十
五
号

　
職
業
能
力
開
発
促
進
法

き
、　
　
平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目

第
十
条
　
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令

　
附
則
第
四
条
に
規
定
す
る
既
存
診
療
所
建
物
内
の
旧

　
療
養
型
病
床
群
（
病
床
を
転
換
し
て
設
け
ら
れ
た
も

　
の
に
限
る
。
以
下
「
病
床
転
換
に
よ
る
診
療
所
旧
療

　
養
型
病
床
群
」
と
い
う
。
）
に
係
る
病
床
を
有
す
る
診

　
療
所
で
あ
る
指
定
介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
事

　
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等

　
改
正
省
令
附
則
第
二
十
四
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け

　
て
い
る
も
の
に
係
る
食
堂
及
び
浴
室
に
つ
い
て
は
、

　
当
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基

　
準
に
適
合
す
る
食
堂
及
び
浴
室
を
有
し
な
け
れ
ば
な

　
ら
な
い
。

　
一
　
食
堂
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
療
養
病
床
に

　
　
お
け
る
入
院
患
者
一
人
に
つ
き
一
平
方
メ
ー
ト
ル

　
　
以
上
の
広
さ
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
二
　
浴
室
は
、
身
体
の
不
自
由
な
者
が
入
浴
す
る
の

　
　
に
適
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
一
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
診
療
所
旧
療
養
型
病
床

　
群
に
係
る
病
床
を
有
す
る
診
療
所
で
あ
る
指
定
介
護

　
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成

　
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
四
条

　
の
適
用
を
受
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い

　
て
は
、
当
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係

　
る
一
の
病
室
の
病
床
数
は
、
四
床
以
下
と
し
な
け
れ

　
ば
な
ら
な
い
。

第
十
一
一
条
　
病
床
転
換
に
よ
る
診
療
所
旧
療
養
型
病
床

　
群
に
係
る
病
床
を
有
す
る
診
療
所
で
あ
る
指
定
介
護

　
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
事
業
所
で
あ
っ
て
、
平
成

　
十
三
年
医
療
法
施
行
規
則
等
改
正
省
令
附
則
第
七
条

　
の
適
用
を
受
け
て
い
る
病
室
を
有
す
る
も
の
に
つ
い

　
て
は
、
当
該
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
療
養
病
床
に
係

　
る
病
室
の
床
面
積
は
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
入
院

　
患
者
一
人
に
つ
き
六
・
四
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
し

　
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
附
　
則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
四
月
一
目
か
ら
施
行
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
十
九
条
及
び
第
二
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

　
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
労
働
省
令
第
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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0
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
三
十
五
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四

十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス

に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
二

年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

し
、
平
成
二
十
年
四
月
一
目
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
日

厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

別
表
の
5
の
イ
ω
及
び
③
の
注
3
中
「
煮
聾
一
〇
。
岳
楓
餅

疎
薄
鵡
暗
黙
漕
旨
中
」
を
「
網
鳥
8
岳
掴
餅
昧
辞
鵡
暗
脚

部
認
中
」
に
改
め
る
。

別
表
の
8
の
へ
ω
及
び
図
の
注
1
の
イ
中
「
相
㍊
い
十

岳
田
面
国
十
t
皿
」
を
「
粗
薪
蓉
岳
⑩
血
ω
O
皿
」
に
改
め

る
。

別
表
の
9
の
イ
ω
の
口
中
「
雌
＞
｛
知
競
落
」
を
「
垂
蓼

瞭
3
園
靭
S
爵
殖
π
蟹
叫
ぴ
蕗
榔
」
に
、
「
鵬
5
勘
」
を
「
頴

窪
冷
」
に
改
め
、
同
項
ロ
ω
か
ら
㈲
ま
で
の
注
4
中
「
脹

縦
州
購
購
溢
出
∩
幽
幽
雫
蔑
ぴ
図
砂
や
∩
↓
林
ぐ
／
　
一
皿
“
∩
o
嘩
餐
“
∩
“
㎜
；
磯

ぴ
笹
薄
薄
」
を
「
前
湿
靭
離
猷
黒
潮
離
魚
油
薄
醤
伴
C
＾
’

H
田
π
○
嘩
謡
柾
禽
」
に
改
め
、
イ
及
び
ロ
を
削
り
、
同

項
ハ
ω
か
ら
㈹
ま
で
の
注
4
中
「
π
O
つ
＾
舜
」
の
下
に

「
、
罵
爵
黒
海
蹴
謙
晃
難
論
膳
憾
薄
醤
叶
C
＾
」
を
加
え

9
c
0
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
三
十
六
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四

十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス

等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
し
、
平
成
二
十
年
四
月
一
目
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目

厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

別
表
の
3
の
イ
ω
か
ら
③
ま
で
の
注
4
中
「
眼
路
謎
建

膳
憾
π
厳
煤
ぴ
図
ゆ
π
濤
ぐ
／
　
一
m
π
o
脚
野
π
齢
『
ぴ

舷
自
踏
」
を
「
謙
灘
滋
藤
謙
晃
幾
離
騨
頗
莚
韓
叶
C
＾
、

一
皿
π
O
艇
謡
栂
爵
」
に
改
め
、
イ
及
び
ロ
を
削
り
、
同

項
ロ
ω
及
び
の
の
注
4
中
「
π
O
つ
＾
舜
」
の
下
に

2
磯
頭
熱
勤
離
謙
晃
難
論
膳
儘
難
醤
咋
C
＾
」
を
加
え

る
。O
厚
生
労
働
省
・
示
　
　
＝
　
　
目

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五

十
四
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準

（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
年
四
月
一
目
か
ら

適
用
す
る
。

平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目

厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
別
表
の
9
の
ロ
ω
か
ら
㈹
ま
で
の
注
3
中
「
眼
路
鰍
憐

π
齢
馬
ぴ
図
φ
π
瀧
ぐ
／
　
一
皿
π
o
瞭
野
π
齢
馬
ぴ
価
嘗

踏
」
を
「
謙
醗
滋
離
謙
黒
潮
離
鶏
舗
莚
醤
叶
C
＾
、
一
田

π
O
曝
露
楓
禽
」
に
改
め
、
イ
及
び
ロ
を
削
り
、
同
項
ハ

ω
及
び
③
ま
で
の
注
3
中
「
π
O
つ
＾
算
」
の
下
に

2
畔
潮
田
滋
離
激
薯
聾
臨
鰍
横
薙
醤
叶
C
ぺ
」
を
加
え

る
。O
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
三
十
ノ
・

　
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関

す
る
基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
、
指

定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す

る
基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
及
び

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に

関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
一
十

七
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
施

設
基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
六
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
年
四
月
一
目
か
ら

適
用
す
る
。

　
平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目

　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
第
十
一
号
及
び
第
十
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

十
一
　
指
定
短
期
入
所
療
養
介
護
に
係
る
病
院
療
養
病
床

　
療
養
環
境
減
算
の
施
設
基
準

　
　
療
養
病
棟
の
病
室
が
医
療
法
施
行
規
則
第
十
六
条
第

　
一
項
第
十
一
号
イ
に
規
定
す
る
基
準
に
該
当
し
て
い
な

　
い
こ
と
。

十
二
　
指
定
短
期
入
所
療
養
介
護
に
係
る
診
療
所
療
養
病

　
床
設
備
基
準
減
算
の
施
設
基
準

　
　
療
養
病
室
が
医
療
法
施
行
規
則
第
十
六
条
第
一
項
第

　
十
一
号
イ
に
規
定
す
る
基
準
に
該
当
し
て
い
な
い
こ

　
と
。

　
第
十
五
号
イ
及
び
第
二
十
四
号
イ
中
「
三
月
三
十
一
目
」

を
「
九
月
三
十
目
」
に
改
め
る
。

　
第
四
十
一
号
中
「
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
号
ロ
㈲
中

「
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
基
準
第
百
四
十
二
条
」
と
あ
る
の

は
、
「
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
人
員
、
設
備
及
び
運

営
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
四
十
一
号
）

第
二
条
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
」
を
削
り
、
第
四

十
二
号
中
「
療
養
環
境
」
を
「
設
備
基
準
」
に
改
め
、
「
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
同
号
ハ
中
「
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
基

準
第
百
四
十
二
条
」
と
あ
る
の
は
、
「
指
定
介
護
療
養
型
医

療
施
設
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
附
則
第

四
条
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
」
を
削
る
。

O
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
三
十
九
号

　
消
費
生
活
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
号
）
及
び
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三

年
大
蔵
省
令
、
法
務
庁
令
、
厚
生
省
令
、
農
林
省
令
第
一
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
規
程

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　
平
成
二
十
年
三
月
二
十
八
目
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
規
程

　
（
保
険
会
社
に
準
ず
る
者
）

第
一
条
消
費
生
活
協
同
組
合
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
条
第
二
項
に
規
定

　
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
こ
れ
に
準
ず
る
者
は
、
外
国
保
険
会
社
等
（
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五

　
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
外
国
保
険
会
社
等
を
い
う
。
）
と
す
る
。

　
（
労
働
金
庫
共
済
募
集
制
限
先
に
該
当
し
な
い
法
人
）

第
二
条
　
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
規
則
（
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第
十
四
条
第
三
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
厚

　
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
法
人
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

　
一
　
国

　
二
　
地
方
公
共
団
体

　
三
　
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
予
算
に
つ
い
て
国
会
の
議
決
を
経
、
又
は
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

　
　
法
人

　
四
　
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
（
前
号
に
該
当
す
る
法
人
を
除
く
。
）
で
国
、
同
号
に
掲
げ
る
法
人
及
び

　
　
地
方
公
共
団
体
以
外
の
者
の
出
資
の
な
い
も
の
の
う
ち
、
当
該
特
別
の
法
律
に
よ
り
債
券
を
発
行
す
る
こ
と
が
で

　
　
き
る
法
人

　
五
　
国
若
し
く
は
都
道
府
県
の
利
子
補
給
若
し
く
は
財
政
支
援
の
あ
る
農
業
資
金
又
は
貸
付
け
に
関
し
て
地
方
公
共

　
　
団
体
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
機
関
の
関
与
の
あ
る
農
業
資
金
を
借
り
入
れ
て
い
る
法
人
（
他
に
事
業
に
必
要
な

　
　
資
金
を
借
り
入
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）

　
（
特
例
労
働
金
庫
が
講
ず
べ
き
措
置
）

第
三
条
　
規
則
第
十
四
条
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
措
置
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
い
ず

　
れ
か
と
す
る
。

　
一
　
労
働
金
庫
（
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第
三
百
七
十
三
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
労

　
　
働
金
庫
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
使
用
人
の
う
ち
事
業
に
必
要
な
資
金
の
貸
付
け
に
関
し
て
顧
客
と
応

　
　
接
す
る
業
務
を
行
う
者
が
、
当
該
業
務
に
お
い
て
応
接
す
る
事
業
者
（
当
該
労
働
金
庫
が
事
業
に
必
要
な
資
金
の

　
　
貸
付
け
を
行
っ
て
い
る
者
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
関
係
者
（
当
該
事
業
者
が
常
時
使
用
す
る
従
業
員

　
　
及
び
当
該
事
業
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
の
当
該
事
業
者
の
役
員
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
共
済
契
約
者

　
　
又
は
被
共
済
者
と
す
る
共
済
契
約
（
規
則
第
十
四
条
第
［
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
五
号
か
ら
第
八
号

　
　
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
締
結
の
代
理
又
は
媒
介
の
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
を
確

　
　
保
す
る
た
め
の
措
置

　
二
　
労
働
金
庫
の
使
用
人
の
う
ち
事
業
に
必
要
な
資
金
の
貸
付
け
に
関
し
て
顧
客
と
応
接
す
る
業
務
を
行
う
者
が
、

　
　
当
該
業
務
に
お
い
て
応
接
す
る
事
業
者
の
関
係
者
を
共
済
契
約
者
又
は
被
共
済
者
と
す
る
共
済
契
約
の
締
結
の
代

　
　
理
又
は
媒
介
の
業
務
を
行
っ
た
場
合
に
つ
い
て
、
当
該
共
済
契
約
の
締
結
の
代
理
又
は
媒
介
の
業
務
が
規
則
第
十

　
　
四
条
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
共
済
契
約
の
募
集
に
係
る
法
令
等
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
個
別
に

　
　
確
認
す
る
業
務
を
行
う
者
（
事
業
に
必
要
な
資
金
の
貸
付
け
又
は
共
済
契
約
の
募
集
に
関
し
て
顧
客
と
応
接
す
る

　
　
業
務
を
行
わ
な
い
者
に
限
る
。
）
を
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
及
び
主
要
な
営
業
所
又
は
事
務
所
に
配
置
す
る
措
置

　
　
（
特
例
労
働
金
庫
が
募
集
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
共
済
契
約
及
び
金
額
）

第
四
条
　
規
則
第
十
四
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
共
済
契
約
は
、
次
の
表
の
中
欄
に
掲

　
げ
る
と
お
り
と
し
、
同
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
金
額
は
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
共
済
契
約
の
区

　
分
に
応
じ
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
金
額
と
す
る
。


